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船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、施設開設時から安定した、質の高いサービスを提供する体制整備等を支援する

ため、地域密着型施設等の開設に係る経費の一部について、予算の範囲内において船橋市補助

金等の交付に関する規則（昭和５６年規則第５０号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基

づき補助金を交付する。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金を受けることができる者は、地域密着型施設等を開設する者として市長が認めた

者とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業は、千葉県介護施設等整備事業交付金実施要綱第３に規定する

介護施設等整備事業計画書に基づき実施する事業であって、次に掲げる地域密着型施設等を開

設する事業とする。 

（１）特別養護老人ホーム（定員３０名以上）及び併設されるショートステイ用居室 

（２）看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、施設ごとに第１欄に定める補助基準額に第２欄に定める補助単位の数を

乗じて得た補助基準額と、第３欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額

とする。ただし、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる

ものとし、千葉県介護施設等整備事業補助金交付金要綱・実施要項に基づき千葉県から交付さ

れる額の範囲内とする。 

１ 補助基準額 ２ 補助単位 ３ 補助対象経費 ４ 補助対象期間 

９８９，０００円 

定員数 

※看護小規模

多機能型居宅

介護事業所に

あっては、宿

泊定員数とす

る。 

円滑な開設又は既存施設の増床の

際に必要な需用費、使用料及び賃借

費、備品購入費（備品設置に伴う工事

請負費を含む）、報酬、給料、職員手

当等、共済費、賃金、旅費、役務費、

委託料、又は工事請負費。 

 

開設前６ヶ月 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとするときは、船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補
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助金交付申請書（第１号様式）により、市長に申請しなければならない。 

（交付可否決定の通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、交付の可否を決

定し、その旨を船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付可否決定通知書（第２号

様式）により通知する。 

（交付の条件） 

第７条 補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、市長の承認を受けなけ

ればならない。 

（２）補助対象事業を中止し、又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場合には、市長の

承認を受けなければならない。 

（３）補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業遂行が困難になった場

合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助対象事

業により取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具及びその他財産につ

いては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めて

いる耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助事業の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

（５）市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部

又は一部を市に納付させることがある。 

（６）補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助対象事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。 

（７）補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、船

橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金に係る消費税仕入控除税額報告書（第５号様

式）によりに速やかに、遅くとも補助対象事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日ま

でに市長に報告しなければならない。 

   なお、補助対象事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税

及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告

を行うこと。 



                  

3 

   また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を市

に納付しなければならない。 

（８）補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助対象事業完了の日（事業の中止又は

廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管して

おかなければならない。ただし、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した単価３０

万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又

は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年

数を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（９）補助対象事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金

提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（10）補助対象事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市が行

う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない。 

（11）補助対象事業者が（１）から（10）までにより付した条件に違反した場合には、この補

助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、市に納付させることがある。 

（実績報告） 

第８条 この補助金の実績報告は、事業が完了した日から起算して１ヵ月を経過した日（第７条

により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して

１ヵ月を経過した日）又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに船橋市地域密着型施

設等開設準備支援事業補助金実績報告書（第３号様式）により、市長に報告しなければならな

い。 

（額の確定等） 

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、交付すべき補助金

の額を確定し、その旨を船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金確定通知書（第４号

様式）により、補助事業者に通知する。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 
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１ この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、令和元年９月１７日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、令和２年１１月１６日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年９月１０日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年９月１日から施行する。 

２ この補助金の額は、千葉県介護施設等整備事業補助金交付金交付要綱・実施要項に基づき

千葉県から交付される額の範囲内とする。 

附 則 

 １ この要綱は、令和６年１１月１日から施行する。 
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第１号様式 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付申請書 

年  月  日 

  船橋市長 あて 

所在地                   

申請者  名 称                   

代表者氏名                

 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金の交付を受けたいので、下記のとおり関係書

類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 交付申請額           円 

 ２ 添付書類 

 (1) 事業計画書 

 (2) 申請額算出内訳書 

 (3) 経費所要額調書 

 (4) 歳入歳出予算書 

 (5) 平面図（床面積） 

 (6) その他市長が必要があると認める書類 
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第２号様式 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付可否決定通知書 

第     号 

年  月  日 

          様 

船橋市長          印 

 

    年  月  日付けで申請のありました船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助

金の交付について、下記のとおり決定したので通知します。 

記 

 １ 交付する。 

  (1) 交付決定額          円 

 (2) 交付の条件 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金交付要綱第７条による。 

 ２ 交付しない。 

    理由 
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第３号様式 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金実績報告書 

年  月  日   

  船橋市長 あて 

所在地                   

名 称                   

代表者氏名                 

 

    年  月  日付け    第  号で補助金交付決定のあった船橋市地域密着型施設

等開設準備支援事業補助金に係る事業実績について、下記の書類を添えて報告します。 

記 

 １ 事業実績の報告書 

 ２ 精算額算出内訳書 

 ３ 歳入歳出決算書(見込書) 

 ４ 備品購入契約書等の写し（原本証明） 

 ５ 補助対象事業費の領収書の写し（原本証明） 

 ６ 補助対象事業の設置図及び写真 

 ７ 交付申請後に変更がある場合（経費所要額調書） 

 ８ その他市長が必要があると認める書類 
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第４号様式 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金確定通知書 

第     号 

年  月  日 

          様 

船橋市長          印 

    年  月  日付けで実績報告のあった補助事業について、補助金の額を確定したので、

下記のとおり通知します。 

記 

 １ 交付確定額          円 

 ２ 交付決定額          円 
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第５号様式 

船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金に係る消費税仕入控除税額報告書 

 

年  月  日 

  船橋市長 あて 

所在地                   

名 称                   

代表者氏名                

 

   年 月 日付  第    号により交付決定があった船橋市地域密着型施設等開設準備

支援事業補助金について、下記のとおり報告します。 

記 

１ 補助金交付確定額 

金                  円 

２ 確定申告により確定した船橋市地域密着型施設等開設準備支援事業補助金に係る消費税仕入

控除税額 

（※消費税の申告義務がない場合も０円と記載すること） 

金                  円 

※０円の場合はその理由について☑ 

□消費税の申告義務がない 

□簡易課税方式による申告を行っている 

□消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

□その他（返還額算出シートによる計算の結果、返還額が０円だった場合など） 

３ 添付資料 

・返還額算出シート 

（申告義務がない、簡易課税方式、消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％

を超える事業者は添付不要） 

・別添添付書類チェック表及び該当書類のとおり 

 

 

 


